
Ⅰ 調査の概要及び利用上の注意 

 

１  調査の概要 

  茨城県常住人口調査は，国勢調査の間における市町村ごとの人口及び世帯数の移動状況を明 

らかにするため，毎月市町村から報告を得て推計している。 

  この報告書は，このうち平成 16 年の結果について取りまとめたものである。 

 

(1) 推計方法 

この調査は，国勢調査による人口及び世帯数を基礎とし，これに毎月，住民基本台帳法及 

び外国人登録法に基づき届出のあった出生，死亡，転入，転出者数及び世帯の増減数を加え 
て推計している。 

 

(2) 集計事項及び公表体系 

［刊行物として公表するもの］ 

周 期 刊 行 物 名      集 計 事 項       

 

毎 月 

(1 日現在) 

 

「茨城県の人口と世帯（推計）」

（月報） 

1 毎月 1日現在市町村別世帯数 

2 毎月 1日現在市町村及び男女別人口 

3 前月中の市町村別人口動態 

 （人口増加，出生，死亡，転入及び転

出者数） 

 

 毎 年 

(暦年) 

 

「茨城県の人口 

―茨城県常住人口調査結果報告書―」

（年報） 

  

本書目次の「Ⅲ統計表」欄を参照され

たい。 

  

 

  ［閲覧により公表するもの］  

周 期 公 表 内 容       集 計 事 項        

 

毎 月 

 

月別集計に関するもの 注） 

1 従前の住所地（県内市町村，都道府

県）別転入者数 

2 転出先の住所地（県内市町村，都道

府県）別転出者数 

3 年齢（5歳階級，4階層）別移動状況

（出生，死亡，転入，転出者数） 

 

四 半 期 毎 

 

年齢別人口に関するもの 

              

 

年齢各歳別人口 

（各歳は 0～99 歳まで表章） 

注） 市町村及び男女別に集計し，県統計課において閲覧に供するとともに，当該市町村に 

対して，四半期毎に送付している。



２  利用上の注意 

平成 12 年 10 月 1 日現在で国勢調査が実施され，その結果（確定値）が総務省から公表（平 

成 13 年 9 月 28 日総務省告示第 602 号）されたため，茨城県常住人口調査規則（昭和 45 年規則

第 28 号）第 8条の規定に基づき，平成 12 年 10 月 1 日現在の人口及び世帯数は国勢調査結果（確

定値）の数値を用いている。従って，平成 12 年 11 月 1 日以後の人口及び世帯数の数値は，平

成 12 年国勢調査結果（確定値）が基礎となっている。 

  なお，人口動態に関する数値については，昭和 55 年以前は外国人を含めず別掲しているが， 

昭和 56 年以降はそれぞれの動態に含めてある。 

 

(1) 用語の説明 

   ア 出生者…市町村長が出生届又は出生の通知により住民票に記載した者及び外国人登録 

法に基づく出生の届出により登録申請を受け登録原票に記載した者。 

   イ 死亡者…市町村長が死亡届又は死亡の通知により住民票から消除した者及び外国人登 

録法に基づく死亡の届出により外国人登録証明書が返納された者。 

   ウ 転入者…市町村長が住民基本台帳法に基づく転入届により住民票に記載した者及び同 

法に基づき職権で住民票に記載した者並びに外国人登録法に基づく居住地変更登録申請

により登録証明書に住所を記入した者及び入国の届出により外国人登録原票に記載した

者。 

   エ 転出者…市町村長が住民基本台帳法に基づく転出届により住民票から消除した者及び 

同法に基づき職権により住民票から消除した者並びに外国人登録法に基づく居住地変更

登録申請により新住所地の市町村長に登録原票を送付した者及び外国人出入国通知書に

記載された者。 

   オ 増加数及び増加率等の算出方法 

 

人口増加数 ＝

男性人口
女性人口

自然増加数 ＝

社会増加数 ＝

自然増加数＋社会増加数

16年1月1日現在人口
人口増加率 (％) ＝

世帯数増加率 (％) ＝
世帯数増加数

16年1月1日現在世帯数

×100

×100

出生者数
×1,000

16年1月1日現在人口

人口増加数

自然増加数
16年1月1日現在人口

性 比 ＝

出 生 率 (‰) ＝

自然増加率 (％) ＝

(‰) ＝
死亡者数

×100

出生者数－死亡者数

×100

×1,000
16年1月1日現在人口

転入者数－転出者数

社会増加率 (％) ＝
社会増加数

×100
16年1月1日現在人口

死 亡 率



                          

 

  注）比率が相互に一致しない場合があるのは四捨五入によるものである。 

 

(2) 社会増加の推計方法 

 県の社会増加の推計方法には二つの方法がある。一つは，県内市町村間の転入・転出者数 

には差し引き増減がないものとして取り扱い，他県との間の転入，転出者数との差のみを捉 

えて，県人口を計算する方法である（下記Ａによる方法）。総務省統計局などではこの方法を 

採用しているが，この方法では県内市町村間の転入，転出は同数として把握することとなり， 

現実には転入及び転出届のずれなどがあるため，市町村別人口の積み上げ数字が県人口と一 

致しなくなる。 

 もう一つは，県人口を市町村別人口の合計と一致させるため，市町村別増加数を積み上げ 

て計算する方法である。（下記Ｂによる方法）。茨城県常住人口調査ではこの方法を採用して 

いる。 

  Ａ 県社会増加数＝県外からの転入者数－県外への転出者数 

  Ｂ 県社会増加数＝Σ（市町村別増加数＝市町村外からの転入者数－市町村外への転出 

           者数） 

 

(3) 住民基本台帳による人口及び世帯数との相違 

 常住人口調査による人口及び世帯数との相違としては，第 1に常住人口調査による人口及 

び世帯数が，基礎としている国勢調査に準拠し外国人を含む総人口であるのに対し，住民基 

本台帳による人口及び世帯数は日本人のみである。 

 第 2 に国勢調査では，3か月以上そこに住んでいるか又は住むことになっている人を調査 

の対象としているのに対し，住民基本台帳人口は，あくまでも台帳に記載されている人の数 

を対象としている。従って，3か月以上入院している人の扱いの違いや，記載地と実際の居 

住地が必ずしも一致していない場合があり，実態としては若干異なる結果となっている。 

 また，国勢調査では昭和 55 年から会社等の寮は 1人 1世帯とし，学生寮や施設については 

1 棟１世帯としているのに対し，住民基本台帳では全て 1 人 1 世帯としているなど，世帯数

の取扱いについても若干異なっている。常住人口調査では国勢調査結果を基準に、その後の

住民基本台帳等における移動を加減して推計しているので，利用については留意されたい。 

 

(4) 人口動態統計による出生数及び死亡者数との相違 

 人口動態統計（茨城県保健福祉部所管）では，出生及び死亡者数について，当該年の 1 月

1 日から翌年 1 月 14 日までに届け出られたもののうち当該年に発生した数をとりまとめる，

いわゆる発生主義をとっているのに対し，常住人口調査では早期集計の立場から，当該年（月）

中に届出のあったものをその年（月）の数とするいわゆる届出主義をとっている。発生日と

届出日のずれなどから両者の数は一致しない。 

 

 

移 動 数 ＝

×100
16年1月1日現在人口

転入者数＋転出者数

移 動 率 (％) ＝
移動数



                          

(5) 使用記号    

－     数値が 0であるもの 

0.0,0.00   該当数値が掲載単位未満 

…     不詳 

△     負数 

＊     該当数値のないもの 

 

 

(6) 県内地域区分 

 平成 16 年 10 月 1 日現在 平成 17 年 1 月 1日現在 
 
県北地域 

 
日立市 常陸太田市 高萩市 北茨城市

ひたちなか市 那珂郡 久慈郡 多賀郡

 
日立市 常陸太田市 高萩市 北茨城市 

ひたちなか市 常陸大宮市 那珂郡 

久慈郡 
 

県央地域 水戸市 笠間市 東茨城郡 西茨城郡 水戸市 笠間市 東茨城郡 西茨城郡 

鹿行地域 鹿嶋市 潮来市 鹿島郡 行方郡 鹿嶋市 潮来市 鹿島郡 行方郡 
 
県南地域 

 
土浦市 石岡市 龍ケ崎市 取手市 
牛久市 つくば市 守谷市 稲敷郡 
新治郡 筑波郡 北相馬郡 

 
土浦市 石岡市 龍ケ崎市 取手市 
牛久市 つくば市 守谷市 稲敷郡 
新治郡 筑波郡 北相馬郡 
 

 
県西地域 

 
古河市 下館市 結城市 下妻市 

水海道市 岩井市 真壁郡 結城郡 

猿島郡 

 
古河市 下館市 結城市 下妻市 

水海道市 岩井市 真壁郡 結城郡 

猿島郡  
 

 

(7) 市町村合併に伴う数値の取り扱いについて 

   ア 平成１６年中に合併した市町村 

合併前 合併期日 合併方式 合併後 市町村数 備  考 
 

御前山村 

大宮町 

山方町 

美和村 

緒川村 
 

 
10 月 16 日 

 
編 入 

 
常陸大宮市

 
10 月 16 日現在 

79 市町村 

(23 市,42 町,14 村)

 
平成 16 年 1月 1日現在

市郡町村数 

83 市町村 

(22 市,44 町,17 村), 

14 郡 

 
日立市 

十王町 
 

 
11 月 1 日

 
編 入 

 
日立市 

 
11 月 1 日現在 

78 市町村 

(23 市,41 町,14 村)
 

 
多賀郡が廃止→13 郡 

 
常陸太田市 

金砂郷町 

水府村 

里美村 

 
12 月 1 日

 
編 入 

 
常陸太田市

 
12 月 1 日現在 

75 市町村 

(23 市,40 町,12 村)

 
平成 17 年 1月 1日現在

市郡町村数 

75 市町村 

(23 市,40 町,12 村), 

13 郡 
 

 

 



                          

   イ 数値の取扱について 

    ○ 第４・６・８表 

     世帯数及び人口（H16.1.1），増加数（第４表），自然増加・出生・死亡数（第６表）， 

    社会増加・転入出者数（第８表）については，増加率等を年間に統一するため以下のと 

おりとなっている。 

    ＜常陸大宮市に係る合併＞ 

      常陸大宮市：御前山村，大宮町，山方町，美和村，緒川村の数値を含む。なお，世 

帯数及び人口（H16.1.1）は合併町村の数値を合算したものとなってい 

る。 

      合併町村： 年頭から１０月１５日までの数値を（ ）書きとし，東茨城郡，那珂 

郡，郡部計の数値に含めていない。 

 

    ＜日立市に係る合併＞ 

      日立市：  十王町の数値を含む。なお，参考として十王町分を含まない数値も併 

せて掲載している。 

      十王町：  年頭から１０月３１日までの数値を（ ）書きとし，多賀郡，郡部計 

            の数値に含めていない。 

 

    ＜常陸太田市に係る合併＞ 

      常陸太田市：金砂郷町，水府村，里美村の数値を含む。なお，参考として合併町村 

            分を含まない数値も併せて掲載している。 

      合併町村 ：年頭から１１月３０日までの数値を（ ）書きとし，久慈郡，郡部計 

            の数値に含めていない。 

 

    ○ 第９～１２・１４表 

     従前の住所地（都道府県・地域・市町村）別転入出者数（第９～１２表），男女・年齢 

    （５歳階級）別死亡，転入出者数（第１４表）については以下のとおりとなっている。 

    ＜常陸大宮市に係る合併＞ 

      常陸大宮市：１０月１６日から年末までの数値 

      合併町村 ：年頭から１０月１５日までの数値 

 

    ＜日立市に係る合併＞ 

      日立市  ：年間の数値（十王町の数値は含まない。） 

      十王町  ：年頭から１０月３１日までの数値 

 

    ＜常陸太田市に係る合併＞ 

      常陸太田市：年間の数値（金砂郷町，水府村，里美村の数値は含まない。） 

      合併町村 ：年頭から１１月３０日までの数値 

 

   なお，詳細は該当する統計表の「注」を参照のこと。 

 

 



                          

Ⅱ 調査結果の概要 

 

１   人口の動向 

 

(1)  総人口 

本県の人口は，平成 16 年中に 1,059 人減少し，平成 17 年 1 月 1日現在で 2,992,264 人と

なった。人口増加率は△0.04％となっている。 

人口増加の内訳は，自然動態で 2,032 人の増加（増加率 0.07％），社会動態で 3,091 人の

減少（同△0.10％）である。 

男女別人口の内訳を見ると，男が 886 人の減少（増加率△0.06％），女が 173 人の減少 

  （同△0.01％）であり，この結果，平成 17 年 1 月 1日現在で男 1,488,838 人，女 1,503,426 

  人となっている。(統計表第 3表) 

 

(2)  性比及び人口密度 

平成 16 年 10 月 1 日現在の性比は 99.1 であり，前年同月と同ポイントであった。   

また，平成 16 年 10 月 1 日現在の人口密度は 490.8 人/k ㎡であり，前年同月を 0.1 ポイン

ト下回った。（統計表第 1表） 

 

(3)  地域別人口 

市部及び郡部別に見た平成 16 年中の人口増減は，市部が 310 人の増加（増加率 0.02％） 

  郡部が 1,369 人の減少（同△0.12％）であった。この結果，平成 17 年 1 月 1日現在の人口 

  は市部が 1,896,203 人，郡部が 1,096,061 人となっており，県人口に占める割合は市部が 

  63.4％，郡部が 36.6％となっている。 

  次に，県内 5地域別の人口増減を見ると，県北地域が 2,491 人の減少（増加率△0.38％）， 

県央地域が 467 人の減少（同△0.10％），鹿行地域が 455 人の増加（同 0.16％），県南地域が

2,386 人の増加（同 0.24％），県西地域が 942 人の減少（同△0.16％）であった。この結果，

各地域の県人口に占める割合は平成 17 年 1 月 1 日現在で県北地域が 22.1％（661,107 人），

県央地域が 16.4％（490,737 人），鹿行地域が 9.3％（278,363 人），県南地域が 33.0％（988,266

人），県西地域が 19.2％（573,791 人）となっている。（統計表第 4表） 

 

(4)  市町村別人口 

   市町村別の人口増加を見ると，10 市 15 町村で増加，13 市 36 町村で減少，1村で増減な 

しであった。最も増加数の多い市町村はつくば市（1,869 人）であり，以下，ひたちなか 

市（644 人），神栖町（641 人），守谷市（597 人），龍ヶ崎市（591 人）の順となっている。 

一方，最も減少数の多い市町村は日立市（△1,450 人）であり，以下，取手市（△757 人）， 

常陸太田市（△464 人），高萩市（△435 人），北茨城市（△427 人）の順となっている。 

  人口増加率を見ると，最も増加率の高い市町村は神栖町（1.25％）であり，以下，守谷 

市（1.13％），つくば市（0.95％），総和町（0.81％），牛久市（0.77％）の順となっている。 

 逆に最も減少率の高い市町村は大子町（△1.78％）であり，以下，高萩市（△1.28％），利 

根町（△1.06％），霞ヶ浦町及び麻生町（△1.01％）の順となっている。（表‐1） 



                          

 

   また，市町村の人口規模を見ると，平成 17 年 1 月 1日現在で 20 万人以上が 2市（水戸市，

日立市）10 万人以上 20 万人未満が 3市（土浦市，つくば市，ひたちなか市）である。以上 5

市の合計は 938,390 人であり，県人口の約 3 割を占めている。郡部では 5 万人以上の町村が

1町，3 万人以上 5万人未満の町村が 10 町村，2 万人以上 3万人未満の町村が 10 町，1 万人

以上 2万人未満の町村が 22 町村となっている。（表‐2） 

 

 

 

 

 

 

表‐2　人口規模別市町村数の推移（昭和60年～平成17年）

昭和

60 61 62 63 64 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

(年)

92 92 92 89 88 88 88 88 87 87 86 85 85 85 85 85 85 84 83 83 75

18 18 19 20 20 20 20 20 20 20 19 20 20 20 20 20 20 21 22 22 23

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3

市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 3 3 3

4 4 5 6 6 6 7 7 7 7 6 8 8 8 7 7 7 7 7 7 8

9 9 9 8 8 8 7 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

- - - - - - - - - - - - - - - - - 1 1 1 1

74 74 73 69 68 68 68 68 67 67 67 65 65 65 65 65 65 63 61 61 52

1 1 - - - - - - - - - - - - - - 1 1 1 1 1

町 11 11 12 10 12 12 12 12 13 13 13 12 12 12 12 12 11 11 10 10 10

19 19 18 19 16 16 16 16 15 15 15 16 15 15 15 15 14 12 11 11 10

村 25 26 26 23 23 23 23 24 23 24 20 22 23 23 23 23 24 25 25 25 22

16 15 15 15 15 15 14 13 12 11 14 10 10 10 10 10 10 9 9 9 8

2 2 2 2 2 2 3 3 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 1

平
成
2

0.5万以上1万未満

0.5万未満

総　　数

5万以上

3万以上5万未満

2万以上3万未満

1万以上2万未満

5万以上7.5万未満

3万以上5万未満

3万未満

郡　　計

市　　計

20万以上

10万以上20万未満

7.5万以上10万未満

各年1月1日現在
人口（人）

表‐1　市町村別人口増加数と人口増加率順位（平成16年）

人口増加数 人口増加率

市町村名
人口増加
数

市町村名
人口増加
数

市町村名
人口増
加率
（％）

市町村名
人口増
加率
（％）

1 つ く ば 市 1,869 日 立 市 △ 1,450 1 神 栖 町 1.25 大 子 町 △ 1.78

2 ひたちなか市 644 取 手 市 △ 757 2 守 谷 市 1.13 高 萩 市 △ 1.28

3 神 栖 町 641 常陸太田市 △ 464 3 つ く ば 市 0.95 利 根 町 △ 1.06

4 守 谷 市 597 高 萩 市 △ 435 4 総 和 町 0.81 霞 ヶ 浦 町 △ 1.01

5 龍 ケ 崎 市 591 北 茨 城 市 △ 427 5 牛 久 市 0.77 麻 生 町 △ 1.01

6 牛 久 市 581 大 子 町 △ 409 6 龍 ケ 崎 市 0.74 取 手 市 △ 0.94

7 総 和 町 393 下 館 市 △ 341 7 阿 見 町 0.70 五 霞 町 △ 0.93

8 阿 見 町 331 常陸大宮市 △ 238 8 千 代 田 町 0.66 明 野 町 △ 0.91

9 鹿 嶋 市 257 伊 奈 町 △ 209 9 東 海 村 0.64 河 内 町 △ 0.89

10 水 海 道 市 242 笠 間 市 △ 197 10 水 海 道 市 0.57 桂 村 △ 0.88

上位10市町村 下位10市町村

順位 順位

上位10市町村 下位10市町村



                          

2   自然動態 

 

(1)  自然増加 

平成 16 年中の自然動態は，出生 26,642 人，死亡 24,610 人で 2,032 人の増加となった。自

然増加率は 0.07％となっている。 

    5 地域別の自然増加率を見ると，県南地域が 0.17％と最も高く，以下，鹿行地域 0.05％，

県央地域 0.04％，県北地域及び県西地域 0.00％の順となっている。 

市町村別の自然増加率については，神栖町が 0.63％と最も高く，以下，東海村（0.56％）， 

総和町（0.54％），守谷市（0.53％），千代田町（0.53％）の順となっている。（統計表第 6表

及び表‐3） 

 

(2)  出生 

平成 16 年中の出生者数は 26,642 人（男 13,596 人，女 13,046 人），出生率は 8.9‰であっ

た。 

      5 地域別の出生率を見ると，鹿行地域が 9.2‰と最も高く，以下，県南地域（9.0‰），県

央地域（8.9‰），県西地域（8.8‰），県北地域（8.7‰）の順となっている。 

  市町村別の出生率を見ると，神栖町が 12.4‰と最も高く，以下，東海村及び千代田町

（12.2‰），総和町（11.6‰），石下町（10.6‰）の順となっている。（表‐3） 

 

(3)  死亡 

平成 16 年中の死亡者数は 24,610 人（男 13,406 人，女 11,204 人），死亡率は 8.2‰であっ

た。 

5 地域別の死亡率を見ると，県北地域及び県西地域が 8.8‰と最も高く，以下，鹿行地

（8.6‰），県央地域（8.5‰），県南地域（7.3‰）の順となっている。 

市町村別の死亡率を見ると，大子町が 13.0‰と最も高く，以下，桜川村（12.4‰），霞 

ヶ浦町（12.3‰），常陸大宮市及び太洋村（12.0‰）の順となっている。（表‐3） 

 

 

 

表‐3　自然増加，出生率及び死亡率順位（平成15年）
（自然増加率）

市町村名
自然増
加率
(％)

市町村名
自然増
加率
(％)

1 神 栖 町 0.68 水 府 村 △ 1.21

2 東 海 村 0.64 七 会 村 △ 1.12

3 千 代 田 町 0.51 緒 川 村 △ 1.03

4 ひたちなか市 0.50 美 和 村 △ 1.00
5 つ く ば 市 0.47 大 子 町 △ 0.89

順位

上位5市町村 下位5市町村

（出生率） （死亡率）

市町村名
出生率
（‰）

市町村名
出生率
（‰）

市町村名
死亡率
（‰）

市町村名
死亡率
（‰）

1 神 栖 町 12.8 水 府 村 3.4 1 緒 川 村 16.1 牛 久 市 5.7

2 東 海 村 12.4 七 会 村 3.7 2 水 府 村 15.5 守 谷 市 5.7

3 千 代 田 町 12.1 金 砂 郷 町 3.9 3 七 会 村 14.9 つ く ば 市 5.9

4 石 下 町 11.5 瓜 連 町 4.2 4 美 和 村 14.7 神 栖 町 5.9
5 ひたちなか市 11.3 里 美 村 4.4 5 大 子 町 14.2 東 海 村 6.0

上位5市町村 下位5市町村
順位 順位

上位5市町村 下位5市町村

表‐3　自然増加，出生率及び死亡率順位（平成16年）
（自然増加率）

市町村名
自然増
加率
(％)

市町村名
自然増
加率
(％)

1 神 栖 町 0.63 大 子 町△ 0.80
2 東 海 村 0.56 常陸太田市△ 0.59
3 総 和 町 0.54 瓜 連 町△ 0.59
4 守 谷 市 0.53 霞 ヶ 浦 町△ 0.57
5 千 代 田 町 0.53 河 内 町△ 0.56

順位

上位5市町村 下位5市町村

（出生率） （死亡率）

市町村名
出生率
（‰）

市町村名
出生率
（‰）

市町村名
死亡率
（‰）

市町村名
死亡率
（‰）

1 神 栖 町 12.4 利 根 町 4.8 1 大 子 町 13.0 守 谷 市 4.8
2 東 海 村 12.2 大 子 町 5.0 2 桜 川 村 12.4 牛 久 市 6.1
3 千 代 田 町 12.2 常陸太田市 5.1 3 霞 ヶ 浦 町 12.3 つ く ば 市 6.1
4 総 和 町 11.6 瓜 連 町 5.2 4 常陸大宮市 12.0 神 栖 町 6.2
5 石 下 町 10.6 桂 村 5.3 5 大 洋 村 12.0 総 和 町 6.2

上位5市町村 下位5市町村
順位 順位

上位5市町村 下位5市町村



                          

3   社会動態 

 

(1)  社会増加 

  平成 16 年中の社会動態は，転入者数 133,396 人，転出者数 136,487 人で 3,091 人の転 

  出超過となった。社会増加率は△0.10％となっている。 

 市部及び郡部別に見ると，市部で 2,287 人の転出超過，郡部で 804 人の転出超過と 

なった。5地域別では，県北地域が 2,481 人の転出超過，県央地域が 657 人の転出超過， 

鹿行地域が 313 人の転入超過，県南地域が 680 人の転入超過，県西地域が 946 人の転出超 

過となった。 

  市町村別では，転入超過が 7市 16 町村，転出超過が 16 市 36 町村となっている。転入 

 超過の割合が最も高い市町村は大洋村（社会増加率 0.82％）であり，以下，水海道市(同

0.81％)， 千代川村（同 0.75％），谷和原村（同 0.66％），神栖町（同 0.62％）の順となっ

ている。 

逆に転出超過の割合が最も高い市町村は高萩市（社会増加率△1.05％）であり，以下， 

取手市（同△1.04％），大子町（同△0.98％），利根町（同△0.82％），日立市（同△0.81％）

の順となっている。（統計表第 8表及び表‐4） 

 

(2)  移動数 

平成 16 年中の移動数は 269,893 人，移動率は 9.02％であった。 

また，県内市町村間の移動状況を見ると，転入者数 59,402 人，転出者数 59,539 人であっ

た。 

  一方，県外間の移動状況を見ると，転入者数 70,092 人，転出者数 72,694 人であった。 

  市町村別の移動率を見ると，つくば市が 14.55％と最も高く，以下，水海道市（12.37％），

神栖町（12.25％），土浦市（12.20％），阿見町（12.10％）の順となっている。（統計表 

第 8表及び表‐4） 

 

 

(3)  地域間移動 

平成 16 年中の地域間移動数について，県内は 5地域間，県外は近隣都県別で見ると，県内・

県外いずれにおいても県南地域の移動数が最も多くなっている。 

  県内間移動を見ると，県南地域では他の 4地域に対してすべて転入超過であった。 

県外間移動を見ると，近隣都県への転出超過数は東京都が 3,159 人で最も多く，以下，千

葉県（903 人），神奈川県（591 人），埼玉県（454 人），栃木県（250 人）の順となっている。

5地域別に見ると，鹿行地域が転入超過であり、他の地域は転出超過であった。（表-5） 

表‐4　社会増加率及び移動率順位（平成16年）
社会増加率 移動率

市町村名
社会増
加率(%)

市町村名
社会増
加率(%)

市町村名
移動率
(％)

市町村名
移動率
(％)

1 大 洋 村 0.82 高 萩 市 △ 1.05 1 つ く ば 市 14.55 七 会 村 3.96

2 水 海 道 市 0.81 取 手 市 △ 1.04 2 水 海 道 市 12.37 桜 川 村 4.12

3 千 代 川 村 0.75 大 子 町 △ 0.98 3 神 栖 町 12.25 桂 村 4.52

4 谷 和 原 村 0.66 利 根 町 △ 0.82 4 土 浦 市 12.20 河 内 町 4.54
5 神 栖 町 0.62 日 立 市 △ 0.81 5 阿 見 町 12.10 真 壁 町 4.75

上位5市町村 下位5市町村

順位 順位

上位5市町村 下位5市町村



                          

 

表‐5  県内及び県外（近隣都県）別地域間移動数及び超過数（平成16年）
 

茨城県 県北地域 県央地域 鹿行地域 県南地域 県西地域

移動数（人） 構成比（％） 移動数（人） 構成比（％） 移動数（人） 構成比（％） 移動数（人） 構成比（％） 移動数（人） 構成比（％） 移動数（人） 構成比（％）

129,494 100.0 21,639 100.0 21,838 100.0 12,488 100.0 50,762 100.0 22,767 100.0

132,233 100.0 24,228 100.0 21,619 100.0 12,108 100.0 50,476 100.0 23,802 100.0

△ 2,739 ‐ △ 2,589 ‐ 219 ‐ 380 ‐ 286 ‐ △ 1,035 ‐

県内計 59,402 45.9 12,323 56.9 11,320 51.8 4,643 37.2 21,509 42.4 9,607 42.2

県北地域 13,099 10.1 7,619 35.2 3,516 16.1 356 2.9 1,276 2.5 332 1.5

県央地域 11,049 8.5 3,017 13.9 4,392 20.1 661 5.3 2,310 4.6 669 2.9

鹿行地域 4,837 3.7 350 1.6 705 3.2 2,898 23.2 718 1.4 166 0.7

県南地域 20,524 15.8 1,015 4.7 1,987 9.1 610 4.9 14,881 29.3 2,031 8.9

県西地域 9,893 7.6 322 1.5 720 3.3 118 0.9 2,324 4.6 6,409 28.2

県内計 59,539 45.0 13,177 54.4 10,966 50.7 4,848 40.0 20,637 40.9 9,911 41.6

県北地域 12,356 9.3 7,661 31.6 2,976 13.8 358 3.0 1,030 2.0 331 1.4

県央地域 11,356 8.6 3,561 14.7 4,372 20.2 704 5.8 1,997 4.0 722 3.0

鹿行地域 4,650 3.5 359 1.5 651 3.0 2,902 24.0 622 1.2 116 0.5

県南地域 21,531 16.3 1,264 5.2 2,304 10.7 709 5.9 14,945 29.6 2,309 9.7

県西地域 9,646 7.3 332 1.4 663 3.1 175 1.4 2,043 4.0 6,433 27.0

県内計 △ 137 * △ 854 * 354 * △ 205 * 872 * △ 304 *

県北地域 743 * △ 42 * 540 * △ 2 * 246 * 1 *

県央地域 △ 307 * △ 544 * 20 * △ 43 * 313 * △ 53 *

鹿行地域 187 * △ 9 * 54 * △ 4 * 96 * 50 *

県南地域 △ 1,007 * △ 249 * △ 317 * △ 99 * △ 64 * △ 278 *

県西地域 247 * △ 10 * 57 * △ 57 * 281 * △ 24 *

県外総数 70,092 54.1 9,316 43.1 10,518 48.2 7,845 62.8 29,253 57.6 13,160 57.8

福島県 2,118 1.6 723 3.3 423 1.9 100 0.8 667 1.3 205 0.9

栃木県 3,938 3.0 386 1.8 524 2.4 128 1.0 895 1.8 2,005 8.8

埼玉県 6,251 4.8 701 3.2 944 4.3 435 3.5 2,375 4.7 1,796 7.9

千葉県 10,398 8.0 1,055 4.9 1,125 5.2 1,801 14.4 5,322 10.5 1,095 4.8

東京都 10,448 8.1 1,482 6.8 1,818 8.3 992 7.9 4,843 9.5 1,313 5.8

神奈川県 5,427 4.2 868 4.0 798 3.7 667 5.3 2,455 4.8 639 2.8

その他の道府県 31,512 24.3 4,101 19.0 4,886 22.4 3,722 29.8 12,696 25.0 6,107 26.8

県外総数 72,694 55.0 11,051 45.6 10,653 49.3 7,260 60.0 29,839 59.1 13,891 58.4

福島県 1,843 1.4 740 3.1 373 1.7 93 0.8 459 0.9 178 0.7

栃木県 4,188 3.2 456 1.9 571 2.6 126 1.0 835 1.7 2,200 9.2

埼玉県 6,705 5.1 815 3.4 1,065 4.9 356 2.9 2,280 4.5 2,189 9.2

千葉県 11,301 8.5 1,171 4.8 1,400 6.5 1,753 14.5 5,635 11.2 1,342 5.6

東京都 13,607 10.3 2,399 9.9 2,283 10.6 1,086 9.0 6,049 12.0 1,790 7.5

神奈川県 6,018 4.6 1,139 4.7 1,024 4.7 527 4.4 2,564 5.1 764 3.2

その他の道府県 29,032 22.0 4,331 17.9 3,937 18.2 3,319 27.4 12,017 23.8 5,428 22.8

県外総数 △ 2,602 * △ 1,735 * △ 135 * 585 * △ 586 * △ 731 *

福島県 275 * △ 17 * 50 * 7 * 208 * 27 *

栃木県 △ 250 * △ 70 * △ 47 * 2 * 60 * △ 195 *

埼玉県 △ 454 * △ 114 * △ 121 * 79 * 95 * △ 393 *

千葉県 △ 903 * △ 116 * △ 275 * 48 * △ 313 * △ 247 *

東京都 △ 3,159 * △ 917 * △ 465 * △ 94 * △ 1,206 * △ 477 *

神奈川県 △ 591 * △ 271 * △ 226 * 140 * △ 109 * △ 125 *

その他の道府県 2,480 * △ 230 * 949 * 403 * 679 * 679 *

 注1）転入は表側から表頭への，また転出は表頭から表側への移動者数である。

　 2）県内の転入者数及び転出者数は，各市町村ごとの転入者数及び転出者数を積み上げ，それを5地域別及び県全体で表した

　  ものである。

　 3）超過数とは，以下の内容を意味するものである。

　　　・表頭から表側に対しては，正の数は転入超過を表し，負の数は転出超過を表すものである。

　　　・表側から表頭に対しては，正の数は転出超過を表し，負の数は転入超過を表すものである。

　 4）その他の県には国外を含む。

　 5）その他の移動者（従前の住所地なし、転出先不明等）数は含まない。

地　　　域

転　入　計

転　出　計

超　過　数

全
体

転
入
者
数

県
内

超
過
数

県
外

転
出
者
数

超
過
数

転
入
者
数

転
出
者
数



                          

(4)  年齢別社会動態 

 平成 16 年中の県内における年齢別転入及び転出者数を 5 歳階級別に見ると，20 歳～24 歳

（1,529 人）及び 35 歳～39 歳（531 人）において転出超過が多くなっている。転出超過数を

各歳別に見ると， 22 歳が 857 人の転出超過（転入 5,435 人，転出 6,292 人）と最も多く，

次いで 23 歳が 331 人（転入 4,967 人，転出 5,298 人），31 歳が 189 人（転入 4,314 人，転出

4,503 人）となっている。（統計表第 13 表及び図‐1） 

   地域別の社会増加数を 5歳階級別に見ると，県北地域，県央地域，県南地域では 20 歳～24

歳，鹿行地域では 30 歳～34 歳，県西地域では 25 歳～29 歳の転出超過が多くなっている。（図

‐2） 

 

 

図 1 年齢（5 歳階級）別転入及び転出者数 

 

図 2 地域及び年齢（5 歳階級）別社会増加数（平成 16 年） 
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4   世帯数，1 世帯あたり人員 

 

  平成 17 年 1 月 1日現在の世帯数は 1,038,985 世帯であり，平成 16 年中に 12,218 世帯増 

 加し，増加率は 1.19％となっている。（統計表第 3表） 

 1 世帯当たり人員については，平成 16 年 10 月 1 日現在 2.89 人となっている。（統計表第 

1 表及び図-3） 

 

図 3 人口増加率及び世帯数増加率の推移 
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